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研究成果の概要（和文）：本研究では次の3つの成果を得た。まず「セミ・オープンイノベーション」モデルは関連会
社などを考慮した場合、特に有効であることが示された。具体的には自動車などの部品サプライヤーとの関係性を含め
たトータルな製品開発システムを構想することが効果的であることが分かった。また「製品コンセプト創造と市場機会
の探索」は、セミ・オープンイノベーションの初期段階、特に本格的に開発に着手する前段階において効果的であるこ
とが示された。さらにセミ・オープンイノベーションのモデルを拡大・発展させるためには社会・経済・技術などとの
関係を明確化することが必要でそのための理論的基盤を形作ることに成功した。

研究成果の概要（英文）：This research has gotten the three primary following results. First, it has been 
specifically showed that the “semi-open innovation” in case of the consideration of subsidiaries and 
trade relations would be feasible. Actually, it is able to be a part of concepts of the whole system 
which includes buyer-supplier relationship such as an automotive industry as we have usually observed. In 
addition, it is also understood that the product concept creation and market opportunity is effective 
when R&D process is in the Fuzzy Front-End in the early stages of the semi-open innovation. Finally, we 
had a successful results of the formation of the theoretically basics in terms of the relationships 
amongst society, economics and technology.

研究分野： 技術経営

キーワード： 製品開発マネジメント　オープンイノベーション
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１．研究開始当初の背景 
Chesbrough(2003)が示した「オープンイノ

ベーション」は、米国の技術系大企業におけ
る優秀な熟練技術者の外部流出や、大学をは
じめとする研究機関の優秀な人材が起業す
る傾向などを主な背景としている (丹羽, 
2010)が、日本の新製品開発に関する先行研
究(Verworn et al., 2008)からは米国と異な
る組織の開放特性(open up)が見出されてい
た。また Chesbrough(2003)のモデルでは、外
部知識へアクセスする機会が、すべての企業
に対して平等に与えられ、それら知識の価値
を正しく評価できることを暗に想定してい
る可能性が高いが、外部知識の活用機会が単
純に競争優位の源泉へ結び付くわけではな
かった。またオープンイノベーションをより
有効にするためには外部知識を効果的に活
用する人材(田平・石田ほか, 2010)などの「能
力」の視点が重要であり、そのための組織的
な機能(Lichtentharler, et al.(2010)など)
の重要性なども指摘されていた。 
そこでこの研究では、オープンイノベーシ

ョンのモデルが「いずれの企業も外部知識の
価値を正しく評価できる」と仮定する考えか
たを建設的に批判し、外部知識を活用する
「能力」の考えかたを組み込んだ新しいモデ
ルが必要であり能力の程度に応じて「オープ
ン」の度合いが決定されるとの基本認識を前
提としていた。また能力の程度にはバラつき
があるため、イノベーションの状態を「オー
プン」、「クローズ」といった両極端に求める
のではなく、同一企業内の他事業部や企業グ
ループおよび周辺の緊密な取引企業などを
交えた「セミ・オープン」な製品開発環境を
構築することで実現するとされる「セミ・オ
ープンイノベーション」(丹羽, 2006)という
概念を理論的・実践的に検討することが有意
義だと考え、その出発点とした。加えて、イ
ノベーションのために導入される知識は単
に業界や関連研究機関といういわば「メタク
ローズ」な世界からだけではなく、非関連分
野を包含した社会動向などある種の「メタオ
ープン」な世界からも多元的に影響を受ける
と考えられていた（Geels, 2002 など）。そ
こで環境やエネルギーに関連した製品開発
技術の高まりなどを背景として、導入される
知識の履歴や社会的動向など「社会－ 技術
的体制」(socio-technical regime)を勘案し
た社会的文脈からのイノベーション・モデル
が求められており、セミ・オープンイノベー
ションについても、こうした学術的背景を反
映させた検討が必要であると考えていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、製品開発において「セミ・オー

プンイノベーション」モデルが実現可能か、
可能であるならどのような条件で有効かと
いうことを、次の三点を通じて実証的に明ら
かにすることを目的としていた。 
第１は、セミ・オープンイノベーションの

実現性ならびに実現するための組織的な機
能を明らかにすることである。具体的には、
外部知識と内部知識および他事業部やグル
ープ企業、緊密な取引先にまたがる準内部知
識間の組織的相互作用を解明し、従来のオー
プンイノベーシ付け加えることで「セミ・オ
ープンイノベーション」モデルを具現化する
ことを標榜している。 
第２は、「コンセプト創造と市場機会に関

する知識の探索」が新製品開発の前段階
(front end)で行われることの有効性をセ
ミ・オープンイノベーションについても検証
し、セミ・オープンイノベーションのどのプ
ロセス段階で効果的となるかについて、特に
製品開発マネジメント研究で台頭著しい
fuzzy front end (Kim and Wilemon, 2002; 
Verworn et al.,2008)の観点から検討する。 
第３は、社会的文脈（social context）か

らのセミ・オープンイノベーション・モデル
を検討し発展させる点である。製品開発活動
にどのような履歴と社会的動向に基づいた
知識が導入され、セミ・オープンイノベーシ
ョンの成果を高めるかについて、技術と社会
の関係をミクロ―マクロの両面から捉えよ
うと試みるmulti-level perspective（Geels, 
2002）などに代表されるフレームワークなど
を手掛かりに実証研究を行い、セミ・オープ
ンイノベーションのモデルを拡大・発展させ
ことがねらいであった。 
 
３．研究の方法 
研究目的の１番目に掲げていた「セミ・オ

ープンイノベーションの実現性ならびに実
現するための組織的な機能や仕組みを明ら
かにする」という観点については、外部知識
と内部知識および多事業部やグループ企業
にまたがる準内部知識間の組織的相互作用
を解明するモデルを構築するために、「企業
境界論」、「内部組織論」、「ネットワークマネ
ジメント論」などの諸理論に基づく広範な理
論的検討を実施した。これにより従来のオー
プンイノベーションモデルの企業の境界線
(boundary of the firm)に「知識の解釈」や
「知識の受発信」といった組織的な能力を組
み込むことによって「セミ・オープンイノベ
ーション」モデルの理論化を試みた。特に「知
識の解釈」や「知識の受発信」のモデル化に
ついては、Chesbrough がオープンイノベーシ
ョンの概念形成の参考にした可能性が高い
Wheelwright & Clark(1992) に よ る
Development Funnel の ModelⅢを再検討した。
このモデルは３つのフェイズから構成され、
ステージゲートや front end などのコンセプ
トも組み込まれており、活用される知識の質
が各々のフェイズで異なることもある程度
考慮され、研究プロジェクトの絞り込みをい
わば進化論的に行う精巧な内部モデルとな
っている点に注目した。そこでこのモデルを
ある種のクローズ型のモデルと見做し、かつ
Chesbrough のモデルをオープン型のモデル



と位置づけることで、「オープン」と「クロ
ーズ」両極を定義し中間的なセミ・オープン
のモデル化の指標とした。 
またセミ・オープンイノベーションの実現

性を推し量るために、企業事例比較に基づく
実証的な分析も行った。セミ・オープンイノ
ベーションを意識的に実践している企業も
あれば、そうではない企業もあるはずで、中
には存在すら認められない企業もあると考
えられたため、企業側の意識・無意識に関わ
らず、セミ・オープンイノベーションの定義
に基づき、有望な数社をオープンエンドの非
構造化インタビューに基づくパイロット調
査によって事前に数社選択しておいた。その
上で、選択された企業に対してフィールドワ
ークを実施し「知識の解釈」や「知識の受発
信」の実態を捉えた。 
研究目的の２番目に挙げている「セミ・オ

ープンイノベーションにおいて「製品コンセ
プト創造と市場機会の探索」を製品開発のど
のプロセス段階に導入すれば効果的か」とい
う問いに対しては、fuzzy front end の研究
蓄積(Nagahira et al., 2006)を踏まえ、ケ
ンブリッジ大学のProbert教授とハンブルグ
工科大学の Herschtatt 教授の協力を得て実
証研究の進め方を議論した。この中で front 
end（前段階）に関する研究ノウハウを活か
し、広範囲な質問票調査を実施した。この段
階である程度モデル化が進展していたため、
それら知見を質問票の設計に反映させ調査
を実施した。加えてその結果を PLS（偏相関
最小二乗回帰）によって分析した。 
研究目的の３番目である「社会的文脈から

のセミ・オープンイノベーション・モデルへ
と発展させる」という課題に対しては、製品
開発に関連する知識形成を技術と社会の多
元 的 関係の 中 から捉 え ようと 試 み る
multi-level perspective（Geels, 2002 など）
に着目し、「社会の技術形成過程の中に位置
づけられた企業」がもたらすセミ・オープン
イノベーションを分析するフレームワーク
の構築を試みた。 
multi-level perspective では、新技術や

技術革新に代表されるNicheと将来展望や社
会環境を表す Landscape が Regime と呼ばれ
る多様な製品開発体制に影響を及ぼすこと
によって技術の多元的な発展可能経路が形
成されることを論じておりミクロ(niche)お
よびマクロ(landscape)のプロセスを理論的
に連結させようと試みており、技術予測のシ
ナリオメイキングに活用されることが多い。
しかし本研究では将来予測よりも、このモデ
ルにおける「技術が広義の社会的文脈で形成
される視点」すなわち、セミ・オープンイノ
ベーションにおける「知識の解釈」や「知識
の受発信」といった能力が、単に業界動向な
ど近接的知識を基にオープンの度合いを決
定するのではなく、社会全体の動向にまで能
力の適応範囲を拡大した場合に、セミ・オー
プンイノベーションのモデルはどこまで有

効なのかといった点を検証した。 
 
４．研究成果 
 いくつかの製品開発事例を詳細に分析す
ることにより以下のことが明らかとなった。 
まず「テレビデバイスの CRT(cathode ray 

tube)から FPD(flat panel display)への変遷
事例」に基づく研究を行った結果、こうした
事例は、社会環境の大きな変遷とともに、製
品の機能的役割が共通のまま要素技術など
が根本的に変化した製品開発であり、いわば
マーケットがほぼ共通のまま、同一企業内の
他事業部や企業グループとの関係はおろか、
周辺の取引企業などサプライヤー構造など
を大きく変化させてしまった事例であった
と解釈された。この事例における取り組みに
おいては外部知識および内部知識と、同一企
業内の他事業部や企業グループおよび取引
企業間に存在する準内部知識などとの相互
作用の構造は戦略的に明確に計画される必
要がありその点が製品開発のパフォーマン
スをわける分岐点となっていた。 
また関係主体間の構造について、社会ネッ

トワーク分析を行った結果、組織境界の開閉
度合（セミオープン性）の程度を推し量るた
めのインディケータとなる中核的な技術群
の抽出や複数のコアメンバーの中から測定
に興ずることのできるメンバー軍の抽出手
法など多くの測定変数を整理することに成
功した。また社会的文脈における理論拡張に
より、特に近年さらに注目が集まっている環
境やエネルギーといった社会動向と密接に
関連した製品開発についてもミクロ―マク
ロの観点から解放特性（セミオープン性）の
分析を可能にするフレームワーク構築の糸
口が得られた。 
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